
交通空白地域対策フロー（案）

新たな交通機関の導入に向けた地域の機運の高まり

導入条件への適合
（交通空白地域への該当、地域組織の形成）

日野市地域公共交通会議において
運行計画（案）について協議し

乗合型公共交通としての導入可能か？

計画詳細検討
（停留所位置・スケジュールを含む実証運行計画の

策定） ※需要に応じて車両を選定

実証運行の実施（※バス車両を用いる場合はシル
バーパスの適用を可能とする）

地域協働型交通として運行継続
（小型車両にて運行）

実証運行期間中（２～3年間）に
運行継続条件（利用者数等）を満たしているか？

運行計画（案）の検討
（運行形態・経路、運行車両、ダイヤ、運賃等）
乗合型公共交通としての運行計画策定が可能か？

需要調査（アンケート調査）の実施
乗合型公共交通に適した需要が見込めるか？

可能

不可能

運行計画（案）の
再検討が可能か？
（再検討の余地が

あるか？）

地域協働型公共交通の導入検討

見込める

見込めない

満たしている

満たしていない

日野市地域公共交通会議において
運行計画（案）について協議

協議が調ったか？

調った

調わない

既存交通活用での対応（経路変更等）可否の検討
既存交通活用での対応が可能か？

既存交通の
活用（経路
変更等）

により対応

可能

不可能

ミニバス運行基準（利用者数）を満たしているか？

満たしていない

ミニバス（地域協働型）として
運行継続（シルバーパス適用可）

【既存交通の活用例】
・民間路線バスの経路変更
・ミニバスの経路変更
・ワゴンタクシーの経路変更

他

可能
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運行計画（案）の
再検討

不可能

不可能

満たしている

可能

行政の支援内容（案）
 運賃と運行経費との差額を補助
 地域公共交通会議の主催・調整
 需要調査の実施
 実証運行の実施

住民ボランティア型交通導入検討

意向調査（アンケート調査）の実施
※利用意向、ボランティア協力意向、
協賛金支払い意向、費用負担に対す
る考え方等を把握

安全運行に向けたルール・マニュア
ル等の作成

住民ボランティア型で
運行可能

車両の調達（行政）

運行開始

行政の支援内容（案）
 車両調達費用・維持費用を補助
 意向調査の実施
 安全運行に向けたルール・マニュアル等の作成支援

【地域協働型交通と住民ボランティア型交通】
■地域協働型公共交通

地域住民が計画主体となり、一般旅客自動車運送事業
者が運行。運賃と運行経費との差額は行政が支援。

■住民ボランティア型交通
①住民ボランティアが運転

地域住民が計画主体となり、住民ボランティアが運行。
車両は行政が購入し、地域組織に無償で貸与。
②タクシー相乗り利用

住民ボランティアが需要のマッチングを行い、タク
シーの相乗り利用を促進する。
③民間送迎車両への相乗り

市内の病院・商店・自動車教習所が送迎のために実施
しているバス車両の空席を活用する。行政が乗車可能車
両を調査、住民に提示し、住民ボランティアが行政に利
用者申請を行う。

地域公共交通会議における確認
（安全確保にむけた運行体制等）

ミニバス（現行路線）見直しフロー（案）

丘陵地ワゴンタクシー
（現行路線）の運行実績
が運行継続条件を満たし

ているか？

丘陵地ワゴンタクシー
（現行路線）として運行

継続

丘陵地ワゴンタクシー（現行路線）見直しフロー（案）

満たしている

■運行継続条件（案）
 １便あたりの利用者数が

●人以上
 収支率●％以上

住民ボランティア型交通導入検討フロー（案）

ミニバス（現行路線）の
運行実績が運行継続条件

を満たしているか？

運行内容（運行経路・ダ
イヤ・運賃等）の見直し

見直し内容での運行を
実施（2年間）

見直し後1年間の運行実
績が運行継続条件を
満たしているか？

ミニバス（現行路線）
として運行継続

民間事業者が自主路線
として運行可能か？

民間事業者が自主路線
として運行

地域協働型交通
導入検討

満たして
いない

満たしている

可能

不可能

満たしている

満たしていない

■運行継続条件（案）
 １便あたりの利用者数が

●人以上
 収支率●％以上

運行内容（運行経路・ダ
イヤ・運賃等）の見直し

見直し内容での運行を
実施（2年間）

見直し後1年間の運行実
績が運行継続条件を
満たしているか？

地域協働型交通
導入検討

満たして
いない

満たして
いる

満たして
いない

地域組織を形成し、地域協働型交通
の検討を行ったが、乗合型公共交通

としての運行計画策定が不可能
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